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1. 概要 

 高知県では、今後 30年以内に 60～70％程度の確率で、県

内全域で震度 6弱～7の地震が発生すると予想されている。

現在、高知市には都市機能と人口が集中しており、震災時に

は甚大な被害が想定されている。この規模の災害の対策とし

て、都市機能の移転について考察する。 

 高知県高知市は、鏡川、国分川、久万川等が運んできた泥

や砂、砂利から形成された地盤の上にあり、標高が低く、地

質的に災害に弱い地域である。今後発生すると予想されてい

る南海トラフ地震では、津波により高知市街地のほとんどが

長期浸水すると想定されている。この規模の災害に対して近

年の研究では、地震、津波に備えた災害把握、減災、復興計

画など災害時及び短期的対応の研究報告が多く、高知市では、

高知県庁の耐震化工事や浦戸湾の堤防と護岸の耐震補強を行

っている。しかし、高知市の津波浸水域内に住んでいる人達

の多くは、津波被害に対して不安を感じており、震災前に安

全な地域に移住したいと考えている。高知県庁や高知市役所

は、長期浸水範囲に入らないと想定されているが、周辺地域

が浸水してしまうため、災害時に緊急対策がとれるのか疑問

である。 

移転費用は莫大な費用がかかると思われるが、南海トラフ

地震は約 100年～150年周期で発生すると予想されており、

その度に出る経済的損失、人的被害、復興費用等を考えれば、

都市機能を移転するべきである。移転に際して、土地の選定

や都市の規模、移転に要する期間、費用の算出等を検討しな

ければならないが、具体的な数値の検討は今後の課題である。 

2. 背景 

 南海トラフ地震は約 100 年～150 年周期で発生している。

今後 30 年以内に 60～70％程度の確率で発生すると予想され、

地震の規模はＭ8～9クラス、高知県内全域で震度 6弱～7と

予想されている。また、津波による被害や長期浸水、地盤沈

下といった被害も予想されている。１この規模の災害に対して

近年の研究では、地震、津波に備えた災害把握、減災、復興

計画など災害時及び短期的対応の研究報告が多い。 

 高知市は災害に弱い土地に都市機能や人口が集中している

ため震災時には甚大な被害が想定される。高知県全体の最大

被害想定額は 9兆円を超え、高知市だけでも 3兆円を超すと

想定されている。２ 

3. 目的 

この被害を少しでも軽減するため、都市機能の移転といっ

た長期的な視点からの対策が必要である。本研究は高知市の

都市機能移転のための予備調査をしたものである。 

4. 研究方法 

高知市の現状や地震・津波の被害想定、災害対策、先行研

究等の資料を収集し、都市機能移転の為の予備調査として分

析する。 

5. 結果 

5.1 高知市の現状 

 高知県高知市には都市機能と人口が集中している。高知県

庁ホームページの「高知県推計人口」によると、2015年 1月

の時点で県人口の 736,880人の内、高知市には 339,022人も

の人口が集中している。３ 

 「高知市都市計画マスタープラン(2014)」４と「株式会社 地

研」５によると、本市は四国南部の中央付近、東経 133度 31

分 53秒、北緯 33度 33分 32秒に位置しており、市域面積は

309.22㎢となっている。高知市は、鏡川、国分川、久万川等

が運んできた泥や砂、砂利から形成された地盤の上にあり、

標高が低く、高知駅付近で海抜 1.0ｍ、県庁前で 3.0ｍであり、

河口付近には７㎢の海抜 0 メートル地帯が広がっている。こ

のような粘土層や砂層が広がっている地盤は軟弱地盤と呼ば

れ、地震時の地盤の液状化に対する注意が必要である。この

地勢から高知市は過去に多くの水害を経験している。 

5.2 「高知県南海トラフ地震対策行動計画」 

 「高知県南海トラフ地震対策計画」によると、南海地震は

約100年から150年周期で発生し、今後30年以内に60～70％

の確率で南海トラフを震源とした地震が発生すると想定され

ている。高知県内で想定される被害での全壊棟数は 153,000

棟、そのうち揺れによるものは 80,000棟、津波によるものが



66,000棟となっている。人的被害は、全死者数が 42,000人、

負傷者は 36,000人に及び、全死者数のうち津波による死者は

36,000人になる。高知県の直接経済額は 9兆円を超えると想

定されている。（注１） 

5.3 地震による地盤沈降と長期浸水域 

 高知市浦戸湾周辺の地形分布を図 5-1 に示す。図 5-1を見

ると、高知市の市街地のほとんどが水色や青色で表されてい

る。水色や青色で表されている範囲は標高 3ｍ未満である。

南海地震長期浸水対策検討結果によると“本地域は北側の四

国山地と南側の土佐湾に挟まれ、河川や浦戸湾周辺の平野部

や丘陵地などから構成されている。南側の土佐湾に面した平

地部には、砂州状の微高地が続いている。その北側には東西

方向に延びる低山地が続いている。その北側は国分川、久万

川、鏡川などに囲まれた低地となっており、標高 3ｍ以下の

範囲が広がっている。高知市街地はこの低地部分に形成され

ている。国分川の東側には標高 0ｍ以下の区域が広くみられ、

近年市街地化が進んでいる。このような低地部分が地震によ

り地盤沈降すると、海面より低い部分が広くなり、長期浸水

域となる。”６とある。 

 

図 5-1 浦戸湾周辺の地形（注６） 

（出所：高知県庁「南海地震長期浸水対策検討結果」） 

 

図 5-2 は、長期浸水の想定条件に基づき、高知市の裏戸湾

に面した地区について地盤沈降量を 1.95m、潮位を T.P.+0.75

ｍとした場合の浸水範囲である。“現在の標高で T.P.+2.7ｍ以

下の範囲が長期浸水域となり、その面積は約 2,800ha である。

対象範囲南部の長浜地区、三里地区などでは山地や丘陵部が

多いため、浸水域は点在しているが、北部の潮江、江の口・

下知、高須地区などでは広範囲に浸水域が広がっており、２

ｍ以上の浸水深となる範囲も多くある。高知市の中心市街地

や国道 32 号なども浸水するほか、県庁、市役所などの行政

機関、広域災害拠点病院、タナスカ石油基地なども浸水し、

災害の復旧にも大きな影響を及ぼすことが懸念される。”（注６） 

 

図 5-2 長期浸水の範囲（浦戸湾周辺）（注６） 

（出所：高知県庁「南海地震長期浸水対策検討結果」） 

 

“長期浸水においては止水・排水機能の低下・喪失により

広範囲が浸水するとともに、浸水が長期化することとなる。

その結果、浸水域内には多くの住民や入院患者が取り残され、

ボートによる救助には相当な日数が必要になる。浸水域内で

は食料などの物資が不足するとともに、緊急避難の長期化に

より衛生状態の悪化も考えられる。また、主要幹線道路や石

油基地も浸水するため、燃料など復旧作業の必要な物資の不

足が想定される。”（注６） 

5.4 浦戸湾の地震津波対策 



南海トラフ地震に対して高知県は、建物の耐震化や緊急避

難場所の設置といった防災、減災への取り組みや、救助対応、

災害後の復旧に対応した情報等の公開をしている。（注１）「海

岸・河川の大規模地震・津波対策の促進‐高知県庁」による

と、高知県は地震・津波対策として、浦戸湾の湾口部に津波

防波堤整備と湾内の堤防・護岸改良を急務としている。７ 

高知県が実施する海岸・河川堤防の耐震化（液状化対策）

には、海岸部で約 1000億円、河川部で約 1200億円の予算が

必要とされている。そのうちの約 900億円が浦戸湾の海岸・

河川の耐震化の施工に必要である。（浦戸湾内の海岸：約 300

億円、浦戸湾内の河川：約 600億円）。図 5-3の赤色の線と橙

色の線で表されている所が海岸部の防波堤である。緑色の線

は河川の堤防を表しており、それぞれ耐震化や改良の必要な

範囲を表している。（注７） 

 

図 5-3 浦戸湾の地震・津波対策（注７） 

（出所：海岸・河川の大規模地震・津波対策の促進‐高知県

庁） 

 

5.5 「高知市移転構想：中間報告（2014）」 

武田裕之、中井諒、津田泰介、松谷祐輔、森岡建人の「高

知市移転構想：中間報告～高知市移転に対する住民意識とヴ

ォリューム検討～」８の報告内容から、武田等が行ったアンケ

ート調査を引用したい。「高知市移転構想：中間報告」の報告

の中で、武田等はインターネットアンケートにより、高知市

における津波浸水域内の居住者を対象とした「移転（移住）

に対する意識調査」を行っている。 

 津波浸水域内の居住者 428人に、震災前ということを前提

に移住に対する賛否を聞いたところ、図 5-4 で表されている

ように、全体の 9.3％の人が「移住したい」、66.6％の人が「条

件が揃えば移住したい」と回答し、24,1％の人が「絶対に移

住したくない」と回答していることが分かる。年代別を見る

と、高齢になるにつれ「絶対に移住しない」と回答している

割合が多くなっていることが分かる。また、60 代以上の

16.3％の人が「移住したい」と割合がやや多くなっているこ

とも分かる。（注８） 

 

図 5-4 移住に対する賛否（注１４） 

（出所：武田、中井、津田、松谷、森岡「高知市移転構想：

中間報告」） 

 

図 5-5 では「津波被害に対する意識」を知る為、現在自身

が住んでいる地域は津波リスクが高いと思うか、津波被害に

不安を感じるかを質問した結果を表している。前の質問で、

移住したい、条件が揃えば移住したいと回答した人達は、そ

の二つの質問に対して「思う」「少し思う」と回答した割合が

高く、津波被害に対する意識が高いことが分かる。それに対

し、移住しないと回答していた人達は「あまり思わない」「思

わない」と回答した割合が少し多い。移転の可能性がある人

と移転しない人でのリスクに対する心象の違いが分かる。（注

８） 



 

図 5-5 津波被害に対する意識（注８） 

（出所：武田、中井、津田、松谷、森岡「高知市移転構想：

中間報告」） 

6 高知県庁舎の耐震改修調査 

 高知県庁の本庁舎は 2007年から設計着手し、2012年に耐

震改修工事を完了しているが、「庁舎耐震改修調査委託業務 

考察所（2006）」９によると、本庁舎の耐震構法の検討と、庁

舎の新築の検討もしていたことが分かる。庁舎の新築の検討

は、現在と同じ規模のものを別敷地で新築する案と規模を縮

小して別敷地に新築する案があった。しかし、“現代の社会環

境からみても、バス・路面電車さらに、県庁前地下駐車場を

整備したことから車によるアクセスも不自由なく、利便性の

高い場所である。また、県庁、市役所、裁判所、民間オフィ

スなどで形成された官庁街は機能が集約され、県民にとって

便利な街である。これまでの歴史性、現在の機能からみて、

県庁がこの地域にあることは望ましい。”（注９）ということから、

高知県庁は庁舎の新築ではなく、耐震改修工事を行った。ま

た、高知市役所も庁舎の老朽化や耐震性の不備等の理由から

高知市本庁舎を現在の敷地に新築することが決まっており、

建設事業は 2013年度末から設計に着手し、2016年度から新

築工事着工予定である。１０ 

７ 考察と今後の課題 

高知市が、歴史的に見て水害の多い地域である事や、地勢

からして災害に弱いことは明らかであるにも関わらず、高知

県庁や高知市役所は、庁舎を移転せずに、現在の場所で耐震

化工事、建て替えを行うことにした。高知県庁や高知市役所

は、長期浸水範囲に入らないと想定されているが、周辺地域

が浸水してしまうため、災害時に緊急対策がとれるのか疑問

である。 

仮に高知市の都市機能を移転するとなると、行政、医療機

関、公共施設、住居等の都市機能をどこにどれだけ移転する

のかといった、土地の選定とヴォリューム検討をしなければ

ならない。高知県は県内全域で震度 6 弱～7 の揺れが想定さ

れているが、高知市は揺れの被害だけでなく、津波により市

街地のほとんどが浸水する。また、長期浸水被害も想定され

ているため、土地の選定の際は津波被害の及ばない土地であ

ることが条件であると考えられる。都市の規模については、

高知県は人口減少が進行しているため縮小化する必要がある

と考えられる。それに平行して、移転に要する期間や移転費

用の算出、移転先でのインフラ整備等の検討もしなければな

らない。利用できる土地の面積や移転規模、移転に要する期

間や費用の具体的な数値化については今後の課題であるが、

地震・津波災害は周期的であり、その度に出る経済的損失、

人的被害、復興費用等を考えれば、都市機能を移転するべき

である。 
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